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☆税関定員の年度別 査定状況 

年 度 年度末定員（対前年度比） 認められた新規増員① 計画削減等によるもの② 差引（①－②） 

令和７年度 

１０，２５５（＋４５） 

（令和４年度査定事項の時限到来減12及び 

超過勤務を削減するための定員増2を含む） 

１５６（要求は３１２） １０１ ＋５５ 

令和６年度 
１０，２１０（＋３２） 

（令和３年度査定事項の時限到来減48） 
２７２（要求は３８３） １９２ ＋８０ 

令和５年度 １０，１７８（＋１０４） ２９６（要求は４６９） １９２ ＋１０４ 

令和４年度 １０，０７４（＋１０３） ２９５（要求は４０５） １９２ ＋１０３ 

※平成27年度から当初定員が、対前年度比11年連続純増を達成。 

☆級別定数の推移 

行（一）級別定数の推移 

 10級 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 合計 （指定職） 

７年度 2 32 56 203 1,193 1,888 1,781 1,966 1,679 1,242 10,042 9 

６年度 2 32 55 201 1,181 1,873 1,791 1,966 1,677 1,215 9,993 9 

増減 0 0 1 2 12 15 -10 0 2 27 49 0 

行（二）級別定数の推移                                                             医（三）級別定数の推移 

 5級 4級 3級 2級 1級 合計   2級 合計 

７年度 6 20 35 0 0 61  ７年度 4 4 

６年度 6 20 39 0 0 65  ６年度 4 4 

増減 0 0 -4 0 0 -4  増減 0 0 

海（二）級別定数の推移                                海（一）級別定数の推移 

 6級 5級 4級 3級 2級 合計   4級 3級 2級 1級 合計 

７年度 4 41 28 6 18 97  ７年度 12 18 12 0 42 

６年度 3 45 30 9 17 104  ５年度 9 16 10 0 35 

増減 1 -4 -2 -3 1 -7  増減 3 2 2 0 7 
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☆行政経費関係 （令和６年度予算額は当初予算額） （物件費の内訳は主な項目を抜粋）    （単位:千円） 

区     分 令和７年度 令和６年度 増  減 
対前年度増減比

（％） 

税 関 予 算 合 計 １０１，４３０，４５１ ９８，９２０，９２８ ２，５０９，５２３ ２．５ 

  
人   件   費 ７６，００４，３２２ ７３，２６４，９０１ ２，７３９，４２１ ３．７ 

物  件  費 ２５，４２６，１２９ ２５，６５６，０２７ －２２９，８９８ －０．９ 

  

主

な

も

の 

税関施設整備に必要な費用 ５９１，３５９ ４５０，８０４ １４０，５５５ ３１．２ 

  輸出入貨物通関及び関税等徴収経費 ２，２６４，４４４ １，８３７，６１２ ４２６，８３２ ２３．２ 

 監視取締経費 １１，６９９，６１６ １０，３９８，０５４ １，３０１，５６２ １２．５ 

   監視業務経費 ３，５７０，９８０ ２，９３９，５８１ ６３１，３９９ ２１．５ 

  監視艇整備運航経費 １，７８７，０４５ １，５８０，３１６ ２０６，７２９ １３．１ 

  Ｘ線検査装置 ７７４，４５２ ６２１，９５３ １５２，４９９ ２４．５ 

  大型Ｘ線検査装置 ２，５０３，９６０ ２，６４９，３９８ －１４５，４３８ －５．５ 

  埠頭監視カメラ整備等経費 ２，６３０，１８４ ２，１５６，６１４ ４７３，５７０ ２２．０ 

  麻薬探知犬整備等経費 １６３，６９５ １５３，５５９ １０，１３６ ６．６ 

  外遊出張所維持管理経費 ２６９，３００ ２９６，６３３ ２７，３３３ －９．２ 

  船舶建造費 ６２８，５１１ １，０７９，２７６ －４５０，７６５ －４１．８ 

☆機  構  関  係（内訳の部署で、数の記載がないものは全て１の増減） 

機構名 増 減 増 減 

出張所  -1 － 国際博覧会（大） 

厚生管理官 +1  総務部(函)  － 

企画調整官 +1  総務部(東) － 

システム企画調整官 +10  総務部(函、東2、横、名、大、神、門、長、沖) － 

税関監察官 +2  総務部(函、神) － 

統括監視官 +14 -4 監視部(函、神3、沖)、羽田(東)6、久留米(長)、熊本

空港(長)2  
監視部(函、神、沖)、成田(東) 

特別監視官 +1  監視部(沖) － 

密輸対策管理官 +2  監視部(名、大) － 

統括審査官 +5 -4 業務部(函、大)、東京外郵(東)、中部外郵(名)、福岡

外郵(門)  

業務部(函)、成田航空貨物(東)、大井(東)、国際博覧

会(大) 

税関相談官  -1 － 福岡外郵(門) 

統括調査官  -1 － 調査部(横) 

特別関税調査官 +1  調査部(横) － 

統括審理官 +1  四日市(名) － 

情報管理官 +1  調査部(東) － 

課長補佐 +5  総務部3、業務部、署所 － 

上席監視官 +63 -48 監視部21、署所42 監視部46、署所2 

上席審査官 +50 -39 業務部10、署所40  業務部37、署所2 

上席分析官 +2  業務部2  － 

上席調査官 +20 -8 総務部15、監視部、調査部3、署所 総務部2、監視部2、業務部3、調査部 

上席審理官 +4  調査部3、署所  － 

営繕専門官 +1  総務部  － 

徴収専門官 +1  業務部  － 

係 +1  署所 － 

監視官 +43 -60 監視部15、署所28 監視部33、署所27 

審査官 +31 -41 業務部21、署所10 業務部28、署所13 

分析官  -1 － 業務部 

調査官 +45 -35 総務部15、監視部3、業務部5、調査部22 総務部4、監視部3、業務部6、調査部22 

審理官 +4 -4 調査部4 調査部4 

調達専門官 +1  総務部 － 

主任 +15  総務部5、業務部4、調査部、署所5 － 

＜定年前再任用短時間＞     

税関考査官 +3 -1 総務部（横、大、長） 総務部（神） 

監視官 +7 -4 監視部、署所6 監視部2、署所2 

審査官 +4 -4 署所4 署所4 

調査官 +1 -1 調査部  署所 

＜暫定再任用短時間＞     

税関考査官 +6 -1 総務部（函、横2、大、神、長） 総務部（門） 

実務指導官 +1 -2 総務部 総務部2 

監視官 +19 -17 監視部5、署所14 監視部3、署所14 

審査官 +13 -23 業務部、署所12 業務部2、署所21 

調査官 +8 -9 業務部2、調査部4、署所2、 総務部3、監視部3、調査部、署所2 

審理官  -2 －  調査部、署所 

合 計 ： 増３８７、減３１１ 

統括官以上の機構（再任用短時間を除く）： 純増２８ 


